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④特産物

従業者数事業所数
年間販売額 

102,0872,514

2,971

225,113

－

（H31.1.1～R1.12.31）
従業者数

269
（H27.1.1～12.31）

21,264

③農業・工業・商業

農家数

68

農業就業人口

4,817

289
製造品出荷額等

農業

製造業

2,072

％

④有権者数（令和４年３月１日現在） ⑤老齢人口割合

第３次

総額・総数

3,084

15,271

39,40040,087

計

人口1人当り住民所得

老齢人口割合

％

（R４.１.１住基人口）

＜産業・経済＞

〈 ＴＥＬ 〉

市章 〒 315-8512

億円
住民所得

　霞ヶ浦と筑波山系の南麓に挟まれ、大地には畑や平地
林、低地には水稲やレンコンなどの水田が広がっている。ま
た、ＪＲ常磐線の神立駅周辺や幹線道路沿いでは市街地が
形成されている。豊かな自然のもと、市民の安全・安心な暮
らしを支えるまちづくりを進めるとともに、活力ある元気な地
域へと発展させていくことを目指して、将来都市像『きらり輝く
湖（みず）と山（みどり）　笑顔と活気のふれあい都市～未来
へ紡ぐ安心とやさしさの郷（さと）　かすみがうら～』を掲げて
いる。

国勢調査

第１次 2,245

男 女

合計 42,147

平成２７年 （令和４年４月１日）

20,005

区分

世帯数

①沿革

15,509

市町村内
総生産 1,937

16,889

かすみがうら市上土田461番地

法人番号 8000020082309かすみがうら市（かすみがうらし）
公営企業

※令和４年３月31日現在

〈 住所 〉

平成17年3月28日　合併
霞ヶ浦町　千代田町

平成２２年 令和２年

20,341

②地勢・風土等

＜市長＞-＜副市長＞-

市 長 公 室-秘書広報課、政策経営課、情報政策課

総　 務　 部-総務課、危機管理課、検査管財課、税務課、納税課

市　 民　 部-市民協働課、環境保全課、国保年金課、市民課

保健福祉部-福祉事務所-社会福祉課、介護長寿課、子ども家庭課、
　　　　　　　　 健康づくり増進課

産業経済部-農林水産課、地域未来投資推進課、観光課

都市建設部-都市整備課、道路課、上下水道課

公共施設等マネジメント推進室

＜会計管理者＞-会計課

＜教育長＞
教育委員会事務局‐学校教育課、生涯学習課、スポーツ振興課

＜消防長＞
消防本部-消防総務課、警防課、予防課、西消防署、東消防署

＜議会＞
議会事務局

＜行政委員会＞
農業委員会事務局、選挙管理委員会事務局
監査委員事務局、固定資産評価審査委員会

梨、栗、柿、ぶどう、いちご、ブルーベリー、レンコン、シラウ
オ、ワカサギ、佃煮

事業所数

平成30年4月1日 令和2年4月1日

405

平成31年4月1日

（令和２年２月１日）

卸・小売業

34,268

％

97,879

12,027

50.5

10.7

31.7

14,730 15,142

③人口・世帯数

17,379

20,81621,707 19,746 19,395

85,901

31.4

4.6

有権者数

①生産・所得（令和元年度）

43,553

人
口

21,331男

女

第２次

193,674

主業農家数

％

1,259

57.5

－

（人・百万円）

千円

億円

②産業構造

就業人口（平成２７年国調）

(百万円・人）

6,631 ％％

8,959

総生産額（令和元年度）

44.4

402

④機構図（令和４年４月１日現在）

405

地域手当
補正後

ラス指数
98.1一般行政職の

平均給料月額
3,207 ラスパイレ

ス指数
百円

全職員数
の  推  移

15現議員数

区分
常住人口

21,846

〈 ＦＡＸ 〉

法適用（上水　公共下
水　特定環境下水　農
業集落排水）

退職手当　消防賞じゅつ金　交通共
済　消防災害補償　非常勤公務災害
市町村会館管理　滞納処分等　し尿
ごみ　ごみ処理広域化　火葬場　土
地区画整理事業

156.60

＜概要＞

0299-59-2130

info@city.kasumigaura.ｌｇ.jp 

0299-59-2111

地域指定 一部事務組合加入事業

面積

都市開発（一部区
域）
過疎（一部区域）

267

98.1

376

うち一般行政関係

①長等（令和４年５月１日現在）

党　派　別

副市長 横瀬　典生

②議会（令和４年５月１日現在）

議　　　　長

任　　　　期

令和4年7月22日

28404

任 期

3 期目

条例定数

岡﨑　勉

坪井　　透
つぼい　とおる

公営事業
会計関係

公明1人、共産1人、国民1人、無所属12人

普通会計関係

〈 Ｈ Ｐ 〉

類型 082309 ｋ㎡

〈e-mail〉
http://www.city.kasumigaura.lg.jp

全職員数

地方公共
団体コ－ド

Ⅰ－１

＜行政組織＞

長

（人）

歳）

令和5年1月27日

田谷　文子

16

就任回数

副議長

人 人

③職員数（令和３年４月１日現在）

72

％

（平成２８年６月１日）

（令和２年６月１日）



H30
～

9.0

③主要指標（令和２年度）

その他の経費

扶助費

[39.4]45.6

国庫支出金

地方債

歳　　　入

地方税

その他

1,780

4,823

2,713,186

公債費

％93.8

98.1上水道等普及率 ％

98.9

[97.7]

96.2

[96.6]

1

96.0

※１は令和３年度

1

か所

3

体育館

5,590,647

か所児童館

[96.9]

か所

370,701

か所プ－ル

366,496

3

％図書館 54.2

幼稚園 ※１

％

病院・一般診療所 23 か所保育所 ※１ 7

道路改良率 25.9

31老人福祉施設

177
(R4)

①主要施策実施状況

R3
～

名　　称

観光サイクリン
グ事業

H23
～

H24
～

企業立地促進事
業

神立駅周辺整備
事業

（百万円）

概　 算
事業費

期間

神立駅周辺地域の土地の有効活用
と都市機能充実

新たなサイクリング事業を展開するな
どし、観光交流人口の増大を図る

（千円・％）

2,204,723

37.9（ ）

徴収率
[  ]は県平均値

95.3

(

2,100,110

37.6 ） [97.0]

④市町村税の状況（令和２年度）

調定額 収入額区分

市町村民税・個人
（構成比）

563,754

令和２年度決算

形式収支

区分 令和元年度決算

歳　　出

24,566,426

うち補助

319.6

＜主要施策等＞

1,564

うち単独

△ 203

人件費

6

0

2うち繰入金

義務的経費

内　　　容

13.7

園

）

14

3.2

か所

22.8

377

△ 157

26.9

普通建設事業費

△ 3.4

市町村民税・法人
（構成比）

-

中学校 ※１

小学校 ※１ 校9

4

校義務教育学校 ※１

校

0

5,009

30.0

固定資産税
（構成比）

(

園

か所

戸

48.5

2,820,393

28.9

増減率

（百万円・％）

汚水処理普及率

認定こども園 ※１

道路舗装率か所

△ 168

3

公営住宅

公民館等36.1

うち臨財債 569

7,363

396

5,055

20.4

5,591 △ 2.7

地方交付税

219.0

8.6

7.1

7.2

2.3

3.6

－

△ 20.6

2.5

＜財政状況＞

①決算収支

19,063,179

18,499,425

歳　　入

-

実質収支

（千円・％）

28.9

増減率

495,391

28.923,844,542

721,884

534,676

（

＜公共施設整備状況＞（令和２年度）

）

△ 258,183

）

48.4

(

市町村税合計
（国保除く）

6.4

-

5,821,809
構成比

-

（ ）

②主な歳入・歳出（令和２年度）

－

6.6

△ 765,902

39,285

24,566

決算額 増減額

単年度収支 △ 468,083

5,503

実質単年度収支

区　　分

投資的経費

299

28.9

3,294

2,152

23,845 5,346

75

△ 1.2

3.8

歳　　　出

0.2

588

中心市街地のにぎわい創出のため、
みんなの居場所やまちの広場となる
地域の交流拠点の整備を進める

下稲吉中学校における屋内運動場
及び給食センター等の施設環境の整
備を進める

〈主要課題〉
　・ 「共助」「共創」によるまちづくり
　・ 災害に強いまちづくり
〈特色ある行政〉
　・ ワーケーションプロジェクト
　・ 広域路線バス運行
　・ 観光サイクリング事業の推進
　・ シティプロモーションの推進
　・ スタートアップ創業支援、新しいビジネススタイル構築支援
　・ 地域活性化DMO推進
　・ ランドセル贈呈事業

1,174
(R4)

R3
～

※２　県平均のうち実質公債費率及び将来負担比率は加重平均、それ以外は単純平均

百万円

588

[6,430]

[16,396]

・普通会計に関する主な指標

将来負担比率

債務負担行為支出予定額（B)

標準財政規模（令和３年度）

経常収支比率

連結実質赤字比率

89.2

11,636

19,321

6,937

△ 0.7

783

8.6

8,615

13.8

3,276

2,045

△ 26

△ 15

218

54.9

△ 49.4

6.6

研修型ワーケーションプロジェクト、
サテライトオフィス誘致により企業誘
致を図る

9.02,152

％

％

下稲吉中学校施
設整備事業

％

[6.5]

1,387 △ 4.9

2.5

5.8

63.4

60.2

5,073

△ 574

百万円将来にわたる財政負担（D=A＋B-C)

百万円 [26,220]

20,374

複合交流拠点施
設等整備事業

( 25.0 )

-

13,078

△ 71

％

[0.689]

[25,315]

[5,525]

積立金現在高（C)

0.594
②今後の主要課題・特色ある行政等

487
(R4)

5,884

102
(R4)

18
(R4)

うち繰出金

百万円

[90.8]

( 350.0 )

(13.16 )

(18.16 )

9.3

-

・健全化判断基準

実質公債費比率

実質赤字比率

財政力指数（令和３年度）

※１　（　）は早期健全化基準、[  ]は県平均値

地方債現在高（A)

百万円

％


